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裏面へ

❖ Windows Vista サポート終了～ 2017年4月11日まで ～ ❖

Windows Vistaのサポートが2017年4月11日で終了します。
サポート期間が終了すると、脆弱性が発見されても修正プログラムが提供
されなくなるため、利用者は速やかにOSを移行する必要があります。
なお、Windows Vistaの後は、続いて「Windows 7」が2020年1月14日、
「Windows 8.1」が2023年1月10日、「Windows 10」が2025年10月14
日でそれぞれ延長サポートが終了する予定であることが公表されています。

th

参考資料：INTERNET Watch

● Windows Vistaには発売以来、累計で1032件の脆弱性、サポート終了後にも
新たな脆弱性が見つかる可能性も

IPA（独立行政法人 情報処理推進機構）によれば、Windows Vistaを対象とした脆弱性対策情報の公
表件数は、例外的に少なかった2014年を除き、2010年以降は毎年100件を超え、Windows Vistaが発
売された2006年からの累計では1032件の脆弱性が登録されている。

脆弱性は減少するどころか、むしろ継続して発見され続けており、サ
ポートが終了する4月11日以降にも、Vistaが影響を受ける脆弱性が発
見されることが十分考えられる。その場合にも、脆弱性が修正されるの
はWindows 7以降のみとなる。

IPAでは、脆弱性はソフトウェアに必ず潜在しており、脆弱性が完全に
なくなることはまずありえないとしており、こうしたOSの利用を継続
すると「PCの乗っ取り」「機密情報の漏洩」「業務停止」といった円
滑な事業継続を損なうリスクが発生する可能性があるとして、OSの移
行を強く促している。

このほか、10月10日に延長サポート終了を迎える
「2007 Microsoft Office Suite」についても、公表
されている脆弱性対策情報が127件に上ることを
IPAでは指摘。Windows Vistaと同様にソフトウェ
アの移行を促しており、企業の担当者には移行計画
の立案と、予算の策定・確保を行うことを推奨して
いる。

製品 延長サポート終了日

Office 2007 2017年10月10日

Office 2010 2020年10月13日

Office 2013 2023年4月11日

Office 2016 2025年10月14日

製品 延長サポート終了日

Windows Vista 2017年4月11日

Windows 7 2020年1月14日

Windows 8.1 2023年1月10日

Windows 10 2025年10月14日
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弊社では、Office365Businessをお勧めしております。
また、情報セキュリティ対策でご心配や困ったこと等がございましたらお気軽に弊社までご相
談下さい！
情報セキュリティに関する国家資格を持ったスタッフが、親身に対応させて頂きます！

個人情報を取り扱う事業者(個人情報取扱事業者)に対して、個人情報の取り扱い方法を定めた法律
で、｢個人情報の有効活用｣と「個人情報の保護」が目的となっており、適切に個人情報を取り扱う
ようにして下さいね。というのが、個人情報保護法となります。

● 個人情報保護法とは ●

● 個人情報取扱事業者とは●

現行法では取り扱う個人情報の数が5,000件以上の企業のみ個人情報保護法が適用されていました。
しかし2015年改正個人情報保護法ではこの「5,000件ルール」が撤廃され、1件でも個人情報
を取り扱っていれば個人情報保護法の適用対象となります。

とは ・・・

①個人の氏名・住所・生年月日・電話番号などの本人を特定できる情報
②防犯カメラに記録された情報や音声（本人を識別できるもの）
③メールアドレスと氏名などを特定できる情報
④名刺情報
など、個人を特定できる情報のことを個人情報の定義にしています。また、メールアド
レスやIDだけの情報で、それ自体では本人が特定できなくても、別の情報と照らし合わ
せることで、個人を特定できる場合も、個人情報となります。
つまり、日常の業務で行っている、手書きでメモ帳や裏紙に、名前、電話を記載してい
る情報も、個人情報となりますし、名刺交換した名刺も個人情報になります。
個人情報は目の前にたくさんあるのです。
その個人情報の取扱いを適切にするための法律が個人情報保護法です。

● 事業所の対策 ●

①個人情報の、利用目的を特定して通知すること
②しっかりと安全に管理すること（組織的・人的・物理的・技術的）
③本人への開示（要求には応える）すること
④苦情対応の体制をとり適切に対応すること

など、しっかり対策をしないといけません。
違反者は、6ヶ月以下の懲役または30万円以下の罰金と罰則規定もあります。


